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前提：初等中等教育を語るために

○ 希有な才能の持ち主を見出す

- 早期から高度な教育を行い，イノベーション創出やグロー
バル化を担う日本を支える人材に

● 一方で初等中等教育段階の公立学校は

- 国民としての水準維持

- 最低限身に付けさせるべき学力の保障，社会規範の獲得
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時代の変化により，保障すべき学力も変化

（従前から重視される学力）
学力の二極化が進む中での基礎的・基本的な学力の育成，
国民としての権利や義務の理解，公共性や倫理観の育成等

（新しく求められる学力）
情報社会における学ぶ手法（ICTリテラシー, 学習スキル），
価値観の違う他者と協働するスキルやモラル，マインド



技術の進歩による社会の変革

 技術の進歩による産業構造の変化
- 規格化された製品の大量生産･消費が成長を支える工業中心の時代

から，より高度な情報･知識に基づく多様で付加価値の高い製品･サー
ビスの提供が成長を支える時代へ

- IoTにより周囲のあらゆるモノがネットワークに接続され，それらが自律･
分散的に情報の処理･交換等を行い，新たなサービスや価値を生み出
していくことが予想される

 産業構造の変化に伴う職業の変化
- 2045年には人工知能が人類を越えるシンギュラリティに到達（レイ・カー

ツワイル氏，実業家/発明家/フューチャリスト）

- 今後10-20年程度で半数近くの仕事が自動化される可能性が高い（マ
イケル・オズボーン准教授，オックスフォード大学）

- 子供たちの65%は将来，今は存在していない職業に就く（キャシー・デビ
ッドソン教授，ニューヨーク市立大学）
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（教育再生実行会議第七次提言/中教審教育課程企画特別部会（2015）論点整理を参考に作成）



変革する社会に向けた学校教育

 中教審･教育課程企画特別部会の論点整理（2015/8）より
- ｢何を教えるか｣という知識の質・量の改善に加え，｢どのように学ぶか｣

という学びの質や深まりを重視することが必要

- 学びの成果として「どのような力が身に付いたか」という視点が重要

 大学入試改革に関する中教審答申（2014/12）より
- 「教科型」に加えて，現行の教科･科目の枠を越えた「思考力・判断力・

表現力」を評価するため，「合教科･科目型」「総合型」の問題を組み合
わせて出題する

- ｢合教科･科目型｣「総合型」の問で評価される力としては，言語/数/科
学/社会に関する「思考力・判断力・表現力」，「問題発見・解決力」，「情
報活用能力」なども想定される
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基礎･基本の習得および多様な学習リソースを活
用した主体的･協働的な学びを初等中等教育で
充実：ここに教育ICTがどう寄与できるか



次期学習指導要領に向けた検討体制
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（中央教育審議会教育課程部会（2015）資料より引用）



問題①：学習リソースの硬直化

 教科書のデジタル化が進んでいない
- 現行制度は数多くの法令から成り立っており，紙からデジタルへの移

行には，①現行制度（使用義務・検定・供給等）により担保されている
利点の確保，②著作権やその使用料等の壁の回避等の課題がある

 デジタル教材が十分に普及していない
- ICT環境の整備不足のため，市場が活性化しておらず，そのため価格

設定が高く，学校が購入できないというマイナスの連鎖になっている

 学習指導要領の目標とICT活用の関係が明確でない
- 各教科等において身に付けさせる力と，そのために児童生徒がICTを

活用して学習をすることで期待される力との関連付けが十分でないた
め，指導が学校裁量となっており，取り組みに濃淡が生じている
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IT産業からの参入障壁を下げる工夫の必要
があると同時に，ICTを確実に活用させ能力に
転化させるための教育課程の措置が必要
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1. ｢デジタル教科書｣の効果
○基礎的・基本的な教育内容の保障に加えて，発展的な学習に寄与

○教科化が検討されている小学校英語の学習に特に有効

○特別支援教育対応/不登校対応/学習履歴の活用の大きな可能性

●子供の健康への悪影響，有害情報へのアクセスに対する懸念・不安

2. 教科書の意義・役割・位置付け・質の担保
○紙とデジタルの併用による学びの質の向上，AL向きの学習環境

●検定の範囲や対象/（情報端末を含めた）費用負担の在り方

●発達段階/教科・科目の特性による差異と，それを踏まえた段階的実現

3. 導入に当たって必要となる環境整備
●学校のNW環境の整備/教員のICT活用指導力/学習履歴と個人情報

｢デジタル教科書｣の位置付けに関する検討会議
におけるこれまでの主な意見

（検討会議座長として堀田が整理）

当面講ずべき措置と，中長期的に検討していく必要がある措置
とに区別した上で，できるところから着実に実施
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1人1台情報端末による学習活動
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（文部科学省「学びのイノベーション事業実証研究報告書」2015）



問題②：インフラ整備の地域間格差

 学校のICT環境がpoorな状況（特に地域間格差が問題）

- ICTをツールとして活用できるような教室環境の整備が不十分である
地方自治体が多く存在している

- ICT活用を前提とした指導法に転換できず，効率的かつ個に応じたり
協働するような新しい教育方法の導入を妨げている（例：協働学習，ア
ダプティブ・ラーニング，ICTを活用した家庭学習との連携等）

 いくつかの閣議決定がなされてきたのに…
- 例：世界最先端IT国家創造宣言（2013/6閣議決定，2015/6改訂）

 教育のIT化に向けた環境整備4か年計画（2014-2017）

- 単年度1,678億円（4年間総額6,712億円の地方財政措置）が講じられ
ることとされている
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地方財政措置の活用に関する各自治体の格
差を埋める対策を行わなければ，教育ICT産
業は活性化しにくい



学校現場のICT整備状況
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（文部科学省（2015）学校における教育の情報化の実態等に関する調査より作成）

※ 児童生徒数は26年5月1日現在の数値。高等学校の数値には中等教育学校を含んでいる。



【前年度（平均：6.5人/台、最高：4.3人/台、最低：8.4人/台）】
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平均値 6.4人/台 （H27.3.1）
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ICT整備状況の地域間格差（都道府県）

（文部科学省（2015）学校における教育の情報化の実態等に関する調査より引用）
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前年度調査からの増加分

平均値 6.5人/台 （H26.3.1）



児童生徒の情報活用能力の傾向
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（文部科学省（2015）情報活用能力調査の結果より引用）

※ ICT環境整備と指導体制が，児童生徒の情報活用能力を
規定してしまっている



問題③：専門職である教員の多忙化

 我が国の教員の多忙化は深刻な問題（TALIS 2013）

- 勤務時間は先進国の中でもダントツに長い

- 忙しくて研修に出られないため，新しい指導法やICT活用に対する自
信が無く躊躇する傾向

- 特別支援やキャリア教育，ICT活用，カウンセリング等の多様な教育
課題に対応するための人材が不足している

 教員の職務環境にICTが十分に寄与していない
- 教育内容が多岐に渡る教育課程においては，カリキュラム・マネジメン

トを行うための実施状況のリアルタイムかつ正確な把握と共有が必要
であるが，これが十分に行われていない

- エビデンスに基づいた学習指導/学校経営のためのデータが収集/活
用しきれていない
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専門的な人材の確保と同時に，業務のICT化
を進め業務システムの改善を図る必要がある



公立小･中学校の年齢別教員数
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（中教審（2015）チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について（答申案）参考資料より引用）

※ 平成27年3月31日時点

※ 今後，ベテラン教員の減少により，
学校の指導力の総体が下がる



教員の勤務実態
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（昭和41年度教員勤務状況調査・平成18年度教員勤務実態調査・平成18年度教員意識調査より文部科学省作成）

※ 赤枠 は教員が多忙に感じていることや負担に感じている業務

教員が専門性を発揮する業務

経営改善に期待される業務

ICTにより効率化が見込まれる業務

専門的人材・外部人材の導入が期待される業務



教員以外の専門スタッフの配置状況等
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（中教審（2015）チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について（答申案）参考資料より引用）



ICTによる教職員の負担軽減事例
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（中教審（2015）チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について（答申案）参考資料より引用）



提言①a：新しい学びへのICT活用促進

 インターネット経由でのデジタル教材の提供推進
- 検定に合格した教科書等の良質な教材に掲載されている文章や図表

等をデジタル情報として積極的に利用することができるよう，著作権及
び使用料等の緩和施策を促進する

- 学習指導要領の内容のうち，学校で学ぶ/学んだ確実な理解を要する
基本的な部分を繰り返し学習して定着させることができるよう，民間が
学習動画として開発し，学校現場に安定的に供給し，競争的に学校現
場で活用する施策を行う

 新しい学びの対応した学習法/指導法への誘導
- デジタル情報化された教科書情報等を積極的に活用することを通して

アクティブ・ラーニングの視点からの授業改善を促進し，学習事項を統
合し意味づけしていくAuthenticな学習を推進する

- 基礎・基本学習動画を活用し，授業で学んだ内容をアダプティブ・ラー
ニングによって個に合わせて定着させる指導により二極化した学力の
底上げを行うと同時に，遠隔授業やICTを活用した家庭学習との連携
等の新しい教育方法へと誘導する
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提言①b：新しい学びへのICT活用促進

 道具としてのICTの活用法に関する学習の推進
- ICTを用いて情報を収集する手法，得られた情報の特性の理解（メディ

ア・リテラシー），情報を整理・構造化する技能，相手を想定してプレゼ
ンテーションを行うための基本的な知識や技能，情報発信に関する責
任（例：情報漏洩，情報セキュリティ），そのためのキーボード入力スキ
ルやICTの基本的な操作等の資質・能力を，小学校段階から発達段
階に応じて必ず身に付けることができるよう学習指導要領の目標や内
容との関連を明確にし，学習指導要領に位置付ける

- ICTを用いた情報活用型の学習の機会を増大させることにより，自分
の学びを自己調整（Self-Regulated）する力の育成を推進する

 高度情報社会に対応する学習内容の導入
- 情報技術の仕組みや情報技術が支える社会について理解させるため

に，高等学校「情報」の教員の資質向上，正規教員の採用を促進する

- プログラミングや情報セキュリティに関する学習活動をIT関連企業が
積極的に支援するために地方自治体と連携する制度を設け，専門家
に支援されて学ぶ経験，失敗して学ぶチャレンジ精神を醸成する
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提言②：授業インフラへの民間誘導

 ICTを前提としたリッチな教室環境の整備を急ぐ
- 全教室に，高速かつ安定的な無線LAN環境を整備し，学習用途に応

じて使い分けられる程度の十分な台数の情報端末を導入するため，
地方財政措置の活用を強く促進する施策（例：達成率の公表）を行う
ほか，多様な調達モデルの実現を推奨する

- 民間企業との共同研究を推進する施策を行う（例：民間が学校等に機
材貸与，学校は教育実践のモデル公開と教育効果のエビデンスを提
示，民間から地方自治体へのICT支援員の派遣等による雇用拡大）

 教科書・教材のデジタル化の参入障壁を下げる
- 検定を経た教科書の内容をデジタル化を推進すると同時に，教科書

準拠の補助教材のデジタル化に係るコストを大幅に減ずるための標
準化等の施策を行うことにより，従来の教科書・教材会社等に加え，
IT関連企業の市場参入を促進し，質の高いデジタル教材の開発・普
及を推進する
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提言③：バックオフィスの情報化推進

 学校の帳票等を早期に標準化する
- 指導要録や学籍簿等の公簿をすべて標準化しデジタル対応が可能と

なるようにし，転入出の際の事務処理の軽減を図ると同時に，児童生
徒の学習･生活情報の引継をはじめとする指導の質の向上を図る

 校務支援システムの導入を義務づける
- 学校向けグループウェアである「校務支援システム」の標準仕様を国

が策定し，これを満たすシステムの開発を民間の競争で行い，全校に
導入することを義務づける

 教育データの高度な活用に関する研究を推進する
- 学習記録データの蓄積と再利用や，これらを活用することによる我が

国の教育の特徴や改善すべき点の発見（ビッグデータ分析）等に関す
る大学での研究を推進すると同時に，校務支援システムに裏打ちされ
たエビデンスに基づいた学習･生徒指導とその変容の記録，および教
育ICTに支えられた学習指導やカリキュラム・マネジメントの成功事例
等の学校現場のベストプラクティスの共有やモデル化などを促進する
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